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研究成果の概要（和文）： 

有害廃棄物を含むスクラップがリサイクル目的で先進国から発展途上国に向けて輸出されてい
る。そのリサイクルの過程で生じる環境汚染を理由に、バーゼル条約を改正して、有害廃棄物
を含むスクラップの先進国からの輸出を全面禁止する議論が起こっている。しかし、改正バー
ゼル条約のような一律規制ではなく、貿易国間の個別判断にもとづいた貿易協定によって柔軟
に輸出規制をかける方が経済的損失は小さい。本研究の実証結果は、そのような貿易協定が有
効に機能しうることを示している。 

 
研究成果の概要（英文）： 
Recently, scraps including hazardous materials have been exported from developed 
countries to developing countries for recycling.  In some cases, improper recycling 
methods are applied when recovering resources from those scraps in developing 
countries and the environment are severely polluted.  As a solution for this problem, 
some politicians, environmental activists, and researchers have argued that 
exportation of scraps with hazardous materials from developed to developing countries 
should be banned by amending Basel Convention.  We are opposed to them because 
such policy does necessarily generate economic loss and depress the economic growth 
of developing countries.  We like to propose a more flexible trade agreement led by 
exporting countries rather than the ban amendment of the Convention.  A series of 
results obtained in our theoretical and empirical studies show that such a flexible 
trade agreement can work well and lead to sustainable development of developing 
countries when those countries introduce effective policies for deterring improper 
recycling such as licensing system for E-waste recycling.    
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１．研究開始当初の背景 

1980 年代以降、リサイクル・リユース目的
の廃棄物の貿易が急速に増加した。その結果、
資源利用の効率性が進展する一方で、発展途
上国で深刻な環境問題が発生していた。その
中で、バーゼル条約を改正し、有害廃棄物の
輸出を全面的に禁止する議論もなされてい
た。どのような貿易規制が望ましいのかにつ
いて明らかにすることを目指した。 
 

 

２．研究の目的 

本研究の当初の目的は、途上国の環境汚
染・健康被害を最小化しつつ、循環資源
（recyclable waste）の貿易の利益を最大限
得ていくための、「輸出国主導型の E-waste
等有害廃棄物の国際資源循環の望ましいル
ール」を明確にすることであった。特に、こ
の循環資源貿易から発生する問題で、重要か
つ未解決の次の研究課題の解明を目指した。 
(1) 途上国の法律・制度の実効性を考察する。 
(2)「輸入国の戦略的な観点からの貿易政策」、

「最適な貿易政策」、および「国内リサイ
クルシステムの歪みと外部性を考慮に入
れたセカンドベストな貿易政策」それぞれ
を導出し比較分析する。 

(3) 上記（1）(2)を考慮した上で、輸出国の
リサイクルシステムや輸出関連政策が、循環
資源の国際市場に与える影響を考察するこ
とによって、「輸出国主導型の E-waste 等有
害廃棄物の国際資源循環の望ましいルール」
を提示することが申請時の目的であった。 
 
 
３．研究の方法 

上記の三つの研究目的（課題）に関して、
以下のような方法で研究を遂行した。 
(1) ①輸入国での適正リサイクルの可能性を
担保する制度として、現在、E-wasteリサイク
ルに係るライセンス制度が採用されている。
こうしたライセンス制度の実効性を理論的に
分析した。 

②次に、こうしたライセンス制度のもつ実
効性について実証分析を行った。ただし、デ
ータ制約上、途上国データを用いて検証する
かわりに、比較的データが豊富であり、類似
のライセンス制度を採用している日本の産
業廃棄物制度を対象に検証した。 
(2) この課題に関しては、課題(3)の中で実
行した。 
(3) ①最適な輸出国規制を理論的に検証し
た。具体的には、輸出国によるスクラップお
よび中古品の輸出規制や輸出国国内でのリ
サイクル政策が廃棄物貿易および輸入国で

の環境汚染に与える影響を分析した。 
②垂直的な産業構造をもつ 2国の国際貿易モ
デルで再資源化原料の貿易に関する規制の
在り方についても検証した。上流に位置付ら
れた再資源化原料と下流のリサイクル可能
な最終財が 2 国間で貿易される。2 国間でリ
サイクル率が異なるという仮定を置き、とく
に再資源化原料の貿易が環境に与える影響
について分析を行った。 
③実証面では、単一の輸出国におけるスクラ
ップ輸出規制が輸入国のスクラップ輸入量の
減尐をもたらすかを検証した。一国での輸出
規制は、輸出価格の増加をもたらし、それが
他の輸出国の輸出を増加させる可能性が考え
られる。このときには各輸出国単独での輸出
規制には意味がないことになる。このような
リーケージの存在を検証するため、スクラッ
プの輸出需要関数を推計した。 
 
 
４．研究成果 
(1) ①廃棄物の排出者および処理業者の双
方が不適正処理をおこなう可能性があり、か
つ、処理業者のもつ処理の技術水準が私的情
報である場合における最適政策を導出した。
適用罰金に上限がない場合、罰金、マニフェ
スト、排出税、ライセンスを組み合わせるこ
とで、情報の非対称がある下でも、ファース
トベストな状態を実現させることができる
ことを示した。具体的には、要求される処理
水準の異なる複数ライセンスを用意し、ライ
センスごとに異なるレベルに排出税を設定
することで、廃棄物処理業者に私的情報であ
る技術水準を正直に申告させることができ
る。また、マニフェスト制度によって排出者
の不適正処理のインセンティブを取り除く
こともできる。さらに、罰金に上限がある場
合のセカンドベスト政策も同様に導いた。 
②日本の産業廃棄物制度が不法投棄抑止に
与えた影響の分析では、ライセンス制度が不
法投棄に対して抑止力を持つことが実証的
に明らかとなった。ライセンス制度に関する
研究は、環境を汚染することなく、E-waste
リサイクルを途上国が担っていくことが可
能かどうかを判断する上で重要な知見を与
える。 
(3)①輸出国の輸出規制や輸出国国内リサイ
クル政策が廃棄物貿易および輸入国での環
境汚染に与える影響を分析した結果、輸出国
での廃棄物スクラップに対する輸出規制は、
中古品の輸出を増加させるものの、それを含
むトータルにおいて廃棄物の越境移動は抑
制できることが示された。 
一方、中古品の輸出規制は、中古品の輸出



量を減尐させる一方で、スクラップ輸出量を
増加させ、中古品とスクラップを含む輸出合
計は変化しないことがわかった。また、輸出
国国内でＥＰＲに基づくリサイクル政策を
導入すると、中古品の輸出は減尐する一方、
スクラップの輸出が増え、トータルで廃棄物
の越境移動が促進されること、その結果とし
て、輸入国の環境汚染が悪化することが示さ
れた。 
②垂直的な産業構造をもつ 2国の国際貿易モ
デルでは、再資源化原料の貿易も 2 国の環境
にとって重要な要素であり、規制の対象とし
て考慮すべき状況が存在しうることが示さ
れた。すなわち、2 国間のリサイクル率に依
存して、ある条件下では再資源化原料に貿易
規制をかけることが 2国の環境改善をもたら
す一方、それ以外では貿易規制によってむし
ろ環境悪化がもたらされることが示された。 
③単一の輸出国におけるスクラップ輸出規
制によって、輸入国が他の輸出国からのスク
ラップ輸入を増やすことがないかを検証し
た結果、そのようなリーケージは存在せず、
たとえ一国であっても輸出国の輸出規制は
有効に機能することが示された。 
 一連の研究成果から次の結論を導くこと
ができる。バーゼル条約を改正して、有害廃
棄物を含むスクラップの（先進国による）輸
出を全面禁止する必要はなく、各輸出国が輸
入国とともに貿易協定を結び、二国間協定の
中で必要に応じて輸出規制をかけることに
よって、環境汚染を最小限に抑えつつ経済的
便益を享受できる可能性が存在する。そして、
どの程度の輸出規制が必要であるかは、輸入
国がライセンス制度等の実効性のあるリサ
イクル制度をどの程度整備しているかに依
存する。 
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